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例）地域の魅力再発見のた
め伊達武将隊との連携

④復興支援
　仮設住宅入居者の方を対
象に、最初の60分を無料と
するサービスを開始し、通
院や買い物の足に使っていただくことにした。

まちづくりとDATE BIKEの融合

　DATE BIKEはイニシャルコストが縮減でき、事
業運営者と協力する側の街（企業・商店街）の双方
が利益を得られるwin-winの関係性を秘めた街の一
つのツールである。これをどう活用していくか、そ

れはわれわれ自治体職員が一丸となって、知恵を出
し、汗を掻

か

き、組織の垣根を越えて取り組む事業で
あると考えている。皆さんの街でも導入を考えてみ
てはいかがだろうか。
　新たな街づくりのヒントになることは確実だ。

最後に

　東日本大震災においては、全国の皆さんにご支援
をいただき、いまだ数多くの自治体の職員の派遣を
いただきながら復興に取り組んでいる。東北の中枢
である仙台は、他の被災地よりも一日も早く復興す
ることが命題であり、それが支援いただいている全
国の自治体の皆さんへの恩返しと思っている。
　仙台は七夕などイベントも盛りだくさんだ。ご存
じのとおり、牛タン、冷やし中華など ｢食｣ も充実
している。東京から、新幹線はやぶさ、はやて、こ
まちだと、約90分で仙台だ。
　ぜひ、仙台へ、『おもてなし
の心』でお待ちしている。

　

ロンドンのコミュニティサイクルシステム
“Barclays Cycle Hire”

　ロンドンのコミュニティサイクルシステムBarclays 
Cycle Hireは2010年７月にサービスを開始している。
ロンドンのあちこちで目にする青い自転車がBarclays 
Cycle Hire の貸し出し用自転車である。市街中心
部44㎢に315か所の自転車貸し出しポートと5,000台
の自転車を整備してス
タートしたロンドンの
コミュニティサイクル
システムは、事業開始
から２年の間に継続的
に拡大を続け、現在で

は65㎢に570か所の自転車貸し出しポートと8,000台
の自転車を用意してロンドン市民とロンドンを訪れ
る人々にサイクルシェアリングのサービスを提供し
ている。サービスの登録会員数はロンドン市民18万
人、利用回数はこれまでに2,000万回を超え、通勤・
通学やレジャーなど日々の交通手段としてBarclays 
Cycle Hireは利用されている。

新しい都市交通としてのサイクルシェアリング

　ロンドン市街の都市交通はロンドン地下鉄Tube
やロンドンバスDouble Decker、ロンドンタクシー
Black Cabなどの公共交通で有名である。そしてこ
れら充実した都市交通がもたらす交通渋滞や環境
への負荷、市民の健康への影響はここロンドンでも
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切実な課題である。この課題に対してロンドン市長
（Mayor of London）Boris Johnsonは交通政策マニ
フェスト London’s Cycling Revolution を策定し、
2025年までにロンドンの都市交通における自転車の
利用を2001年度比で400%とする目標を掲げた。市
民の生活に自転車を取り入れることによって、都市
環境の改善と市民の健康の増進を図るものである。
Barclays Cycle Hireはこのマニフェストの旗艦政策
としてロンドンに導入された新しい都市交通である。
事業はロンドン交通局（Transport for London、TfL）
に所管され、名実ともにロンドンの公共交通として
Barclays Cycle Hireは運営されている。

手軽に利用できるコミュニティサイクル

　実際に Barclays Cycle Hire を利用してみるとそ
のサービス利用の手軽さはとても印象的である。
Barclays Cycle Hireのサービスは24時間365日無休
で提供され、利用手続きはドッキング・ステーショ
ンと呼ばれる無人の自転車貸し出しポートで行われ
る。サービス料金は自転車のレンタル利用権である
レンタル料金と自転車利用時間に伴って加算される
利用料金から精算され、支払いはクレジットカード
またはデビットカードを使用する。事前に会員登録
をしなくてもサービスを利用することが可能であり、
クレジットカードを用意するだけでその場限りで自
転車のレンタルができる手軽さはとても魅力的であ
る。ドッキング・ステーションの操作パネルは日本語
を含む18の多言語に対
応し、Barclays Cycle 
Hireはロンドンを訪れ
る旅行者にもサービス
の利用を大いにアピー
ルする。TfL によって
毎月公表される統計資
料によればサービス登録会員以外の一般利用者によ
る利用は全体の30%を占めるという。
　自転車のレンタル利用権であるレンタル料金は24
時間２ポンド、７日間10ポンド、サービス登録会員
は割引となる１年のレンタル利用権を90ポンドで購
入することができる。なお、ロンドンバスの１回の
乗降料金は現金支払の場合で2.4ポンドである。自転
車走行時間に伴う利用料金は最初の30分までが無料、

その後30分ごとに加算されることになるが、レンタ
ル利用権の期限内は何度も自転車のレンタルが可能
であるので、利用者は30分以内の走行で自転車を返
却することで利用料金の追加を受けることなく何度
も自転車を乗り降りすることができる。自転車の返
却手続きはドッキング・ステーションのサイクルポー
トに自転車を固定するだけであり、好きな場所で自
転車を借りて好きな場所で返すという軽快なコミュ
ニティサイクルシステムのサービスをBarclays Cycle 
Hireは570か所のドッキング・ステーションで実現
している。

サービスの拡充によりさらなる利用を

　事業の中間報告である利用者調査によれば、Barclays 
Cycle Hire登録会員の利用の46％は通勤を目的とす
ることが示されている。また、Barclays Cycle Hire
のサービス利用をきっかけに自転車を購入し、日々の
生活に自転車を取り入れるロンドン市民が増えてい
ることも利用者調査はあわせて報告する。これらの
調査結果からは、市民の生活における自転車利用の
促進というBarclays Cycle Hireのコンセプトが効果
を上げていることが窺

うかが

える。TfLはサービスの拡充に
ますます力を入れ、現在Barclays Cycle Hireは2013
年12月に予定される southwest London でのサービ
ス開始に向けて、さらなる事業拡大を継続中である。
　一方で、570か所のドッキング・ステーションと
8,000台の自転車という規模で運営されるBarclays 
Cycle Hire にかかる費用は、これまでの設備投資費
及び運営費を合わせて総額１億４千万ポンドといわれ
ており、18万人の登録会員を有するBarclays Cycle 
Hireであっても採算の見通しは今のところ不明瞭で
あるとされている。30分の無料利用時間と以降加算
される利用料金の仕組みは自転車の共有を実現する
反面、93%の利用が無料時間内という結果を導くこ
とになっている。事業拡大には巨額の費用が必要で
あり、事業収入をレンタル料金のみに頼らざるを得
ないBarclays Cycle Hireは、2013年１月からレンタ
ル料金の値上げを実施している。レンタル料金はそ
れぞれ以前の２倍の価格に改訂され、これによる収
入増は年間600万ポンドの額が見込まれている。
　事業開始以降初めてとなるレンタル料金の値上げ
は、実質としてBarclays Cycle Hireの事業の見直し

300mごとに配置されるドッキング・
ステーション
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　2013年１月、ドイツ連邦政府（注１）が発表した「全
国自転車計画2020年」が実施開始された。この計画
は、2002年ドイツで初めて定められた「全国自転車
計画；Nationaler Radverkehrkehrsplan, NRVP」を
引き継ぐかたちで発表されたものである。自転車活
用先進国と言われるドイツでの取り組みを報告する。

歴史的背景

　ドイツでは戦後復興期であった1950〜60年代に、
モータリゼーションも急速に発展した。
　しかし、時間の経過とともに住環境の向上が求め
られるようになり、騒音・振動の解消、環境負荷の
軽減、健康増進への寄与など自転車利用がもたらす
プラスの側面が注目されるようになってきた。
　また、自由な移動の保証という理念が基盤にある
ヨーロッパにおいては、車以外の移動の選択肢も必
須といえる。欧州連合（EU）では「CIVITAS（CIty 
VITAlity Sustainability）」と呼ばれる持続可能なエ
ネルギーと都市交通の実現を目的とする政策プログ
ラムが2002年から開始された。このプログラムでは、
革新的な取り組みを行う都市に対して補助金を支給
する取り組みなどが展開された。

ドイツ初、国家レベルの計画
「全国自転車計画」

　以上のような周辺環境に後押しされ、2002年、ド
イツで初めて自転車利用促進戦略の実施を目的とし
た国家レベルでの計画が策定された。
　第１章「目的と指針」では、連邦政府の役割は憲
法の範囲内で利用促進に貢献することとし、活動主
体は州政府や地方自治体であることが明記されてい
る。また、州政府や地方自治体に自転車利用促進に

努め、その目標を定めることを期待すると明記され
ている。
　このほか、連邦道路における自転車道路の建設・
整備（注２）や自治体の交通インフラ向上のための資
金融資制度（注３）（第７章）、自転車に関する研究活
動に対しての助成（第10章）などについて規定して
いる。
　また地方自治体の取り組みを支援するため「自転
車施策アカデミー」が2007年にこの計画に基づき設
立された。このアカデミーは連邦政府の交通・建
設・都市問題省の補助金を受けドイツ都市研究所が
運営している。なお、地方自治体の代表組織（ドイ
ツ都市会議、ドイツ市町村連盟、ドイツ郡会議）（注４）

もこのアカデミーを後援している。このアカデミー
は定期的に全国会議を開催しており、会議では自治
体間の自転車施策や関連事業実施のためのネット
ワーク作りと情報交換、先進事例の共有などを目的
とするとともに、連邦政府等に地方自治体の立場を
明らかにする役割も果たすなど、自転車施策の実施
主体である地方自治体からも非常に高い評価を受け
ている。
　ドイツにおける取り組みは、連邦政府レベル、州レ
ベル、地方自治体レベルにおいて役割を明確にし、相
互に連携しながら取り組みを推進しているといえる。

地方自治体での取り組み

　ドイツ国内でも最も人口の多い州であるノルトラ
イン・ヴェストファーレン州は自転車利用促進が特
に進んでいると言われている。その州都デュッセル
ドルフ市（人口60万人）は、自転車利用を交通シス
テム全体の中に組み込み、各交通手段間の垣根をで
きるだけなくし自家用車なしでも容易な移動を可能

を意味するものである。今のところ大幅なサービス
利用減など目立つ影響は出ていないが、料金値上げ
による収入は事業拡大の費用となることが予定され
ているところ、その事業拡大がどれだけ新たなサー
ビス利用に結びつくことができるかが注目される。

事業拡大の計画では200か所のドッキング・ステー
ションの増設と2,000台の自転車の投入が予定されて
おり、サービス環境を充実させることによって、新た
なエリアでの事業開始による新規利用者の開拓とあ
わせてサービス利用の一層の増加が期待されている。
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